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【論文要旨】

　1920年代まで，産業界や会計界においては，楽観的なムードが漂っていた。暖簾およびその他

の無形資産を帳簿に計上するための方法が多く議論されていた。実務上，無形資産の会計処理は広

範な方法が容認されていた。

　しかし，1930年代に入り，大恐慌の衝撃を受け，産業界では経済情勢に対して消極的な態度を

とるようになり，会計業界でも保守主義が台頭した。さらに，暖簾勘定の悪用による不祥事が多発

してきたため，暖簾をはじめとする無形資産を貸借対照表から排除する声が高まってきた。そのよ

うな社会背景の下で，取得原価主義が次第に確立され，そういう中で，無形資産の会計処理は基準

化されてきた。

　本稿では，1930年代から1970年代までの米国における無形資産の会計状況を分析する。主に，

最初の基準となるARB24号からAPB意見書17号までの会計処理を整理している。その作業から，

1930年代から1970年代までは，米国の会計業界では，取得原価主義が徐々に確立され，それまで

広範な処理方法が容認されていた無形資産の会計処理が取得原価主義の下で次第に収敏していくこ

とを明確にしたい。
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